
徳島県の森林の有効利用を考える 

 

                 徳島県東部農林水産局 

                      早田 健治 

                       Soda Kenji 

                   森林部門（林業） 

 

 

 １徳島県の森林 

  森林は、人が植林あるいは、間伐、除伐等の手を加えて育成した人工林と、人の手が

ほとんど加えられていない天然林、また樹種により、カシ・ナラ・シイ等の広葉樹林、ス

ギ・ヒノキ等の針葉樹林に分けられます。 

 天然林といっても、徳島県の場合は、比較的人家に近い森林のほとんどは、かつて、昭

和３０年代初頭まで日本の民生用エネルギーの大半を担っていた、木炭や薪の生産のため

の薪炭林として使われてきており、３０～５０年程度の周期で繰り返し伐採され、利用さ

れてきたと考えられます。また、那賀、海部川流域、祖谷などの奥山では、これより少し

遅れて昭和４０年代に、今度は、製紙の原料であるパルプ材として積極的に伐採されまし

た。こうして、徳島県の山のほとんどは、一度は伐採され、本当に千古斧を入れないよう

な原生状態の林は、剣山や、三嶺などの高山の周辺のごく一部にしか残っていません。一

説では、徳島県の原生状態の森林の比率は、５％程度ともいわれています。 

 人工林についてみると、徳島県の造林の端緒は古く、那賀川流域では藩政時代にその記

録があります。しかし、本格的な造林が始まるのは、木材が商品的大量流通を始める明治

中期以降で、それが面的に拡大するのは、戦後になってからです。国民の生活が向上する

中で、木炭及び木材の需要は急速に増大します。従来、天然更新で繰り返し利用されてき

た広葉樹林は、炭焼き用の木を伐った跡地により収益性の高いスギ・ヒノキを造林する拡

大造林により林種転換され、人工林がどんどん増えていきました。また、木炭が電気、ガ

スに替わり需要が減少してくると、こんどは広葉樹を紙をつくるためのパルプ材として利

用する動きが高まり、同様に広葉樹伐採跡地がスギ・ヒノキの造林地に転換されていきま

した。こうして、昭和５０年代初頭には、ほぼ現在の人工林、天然林の配置が形づくられ

たと思われます。しかしその後は、価格の面での輸入材との競合から、伐採・拡大造林は

停滞し、人工林は間伐による質的向上を図りながら、日々成長を続けています。 

 このように、徳島県の森林は、広葉樹二次林（＊二次林とは伐採後植栽によらず自然力

（萠芽更新）で再生した森林）とスギ・ヒノキの造林地が大きな割合を占めており、古く

から林業的に利用されてきたといえます。また、県土面積に対する森林面積の割合を示す

森林率も全国第９位の７６％と高く、徳島県は全国有数の森林県・林業県であるといえま

す。 



２徳島県の森林資源の全国的位置づけ 

 しかし、徳島県の県土面積は、全国順位３６位のわずか４１万５千ヘクタールと小さく、

全国最小の香川県、大阪府の２倍程度の面積しかありません。このため、高い森林率にも

かかわらず、森林面積は、全国２９位の３１万４千ヘクタールに止まっています。ただし、

人口も少ない（全国４４位）ため、人口 1 人当たり森林面積は、０．４０ヘクタール（約

６４ｍ×６４ｍの面積）で全国第１４位となります。また、人工林率は全国第７位の６１％

ですが、残念ながら狭い県土面積が影響して人工林の実面積は、全国２３位の１９万１千

ヘクタールとようやく全都道府県の中位の状況です。 

 しかし、これを人工林のスギ資源に限定して見てみると、徳島県の位置づけは大きく変

わっていきます。 

 スギは、学名をクリプトメリアヤポニカ（Cryptomeria japonica）といい、日本固有の植物

です。また、学名の意味は、「日本の隠された財産」（出典：ホームページ森林・林業学

習館）となるそうです。日本の風土に適合したスギは、成長がよく、材質も、柔らかく、

加工しやすく、色つやも美しく、日本の住宅建築に欠かせないものとなっており、柱、梁

等の主要構造部材はもちろん、板材として高い評価を受けています。特に、床板として使

用すれば、冬暖かく、夏涼しく、足ざわりよく、クッション性も高い最高の部材になりま

す。 

 それでは、スギ人工林面積の全国順位を見てみるとなんと全国第１２位。実面積は１３

万９千ヘクタールで全国のスギ人工林面積の約３％に当たります。ちなみに県土面積の全

国比率は１％ 

です。 

 スギ人工林 

面積のトップ 

３は、秋田、 

宮崎、岩手の 

３県。その合 

計面積は、全 

国の約２割を 

占めます。四 

国では、高知 

県が１５万７ 

千ヘクタール 

で全国第８位に位置しており、徳島・高知・愛媛の３県を合わせると、総面積は４１万ヘ

クタールに達し、全国シェアは９％に達します。 

 さらに、注目して欲しいのは、このスギ人工林資源のうち、成熟し利用可能になった林 

 



齢５１年生以上の面積です。ここでは、徳島県の順位は実に全国第５位まで上がります。 

トップは秋田 

県、２位は新 

潟県、３位は 

静岡県、さら 

に４位には、 

お隣高知県が 

はいります。 

ここでも、徳 

島・高知・愛 

媛の３県を合 

わせてみると、 

５１年生以上 

のスギ人工林の総面積は１２万ヘクタール。全国シェアは１０％を超えます。 

 なお、念のために、徳島の森林面積に対するスギ人工林面積及び５１年生以上のスギ人

工林面積の比率について再確認すると、それぞれ、４４．６％、１３．７％となります。

つまり、徳島県の森林の約１４％がすでにいつでも利用できる状況にあり、それが全国的

にも大きなシェアを持っているということです。 

 また、狭い県土の中にこれだけまとまった資源があるということは、その集荷やアプロ

ーチにおいても優位性が確保されます。狭い徳島県の中の４万３千ヘクタールと徳島県の

約３倍の面積を持つ秋田県の中の７万ヘクタールでは、その有利性は明らかです。 

 

３資源の有効利用と徳島県経済の発展へ向けて 

  現代の商品流通では、国内だけでなく国境を越えてグローバルに商品が行き交います。

そこでの選択条件では、価格が大きな比重を占めます。 

 木材貿易は、早くも昭和３９年から全面自由化され、日本林業は常に外材との競合の中

で浮沈してきました。昭和３０年には９４．５％であった木材自給率は、自由化以降急激 

 

 

 

 

 

 

 

に減少し、昭和５０年には３５．９％、平成１２年には、１８．２％にまで低下しました。

その後経済停滞による木材総需要の減少を受けて自給率はやや上昇しましたが、ここ数年 



は、国産材の供給量自体の増加による自給率の上昇が見られるようになりました。 

 これは、日本国内で、選択の基準が価格から量的、質的安定性へシフトしつつあること

が要因かと考えます。 

  また、地域経済においても変化が見られます。本来経済は、地域や生活の中でお金が循

環することにより、そこに暮らす人間がその果実を分かち合うべきものです。しかし、グ

ローバル化の中でそのことは忘れ去られてきました。 

 木材は、地域資源であり、しかも約５０年で再生産可能です。 

  現在利用可能な５１年生以上のスギ人工林４万３千ヘクタールからは、約２千万立方メ

ートルの木材が生産でき、その価格は約２千億円と見込まれます。しかし、これを一気に

伐ってしまうと資源が枯渇してしまいます。そこで、徳島県全体のスギ人工林を５０区画

に分割し、毎年１区画を伐採し、その後に造林していくとすると、毎年２，７８０ヘクタ

ールづつの伐採が可能です。区画は５０年でひとまわりしますからそのときには５０年生

のスギを再び伐採できるわけです。そうすると、毎年生産される木材の量は、約１３０万

立方メートルになり、その価格は約１９５億円となります。ちなみに、今年新たに作成し

た、徳島県の新次元林業プロジェクトでは、毎年の木材生産量目標を６０万立方メートル

に設定しており、現状からの飛躍のためには適当な数字だと考えます。 

 しかし、森林から地域への経済波及効果はこれだけではありません。 

木材の生産作業のほとんどは、人権費です。残念ながら生産費のうち、徳島県で生産でき

ない高性能林業機械の購入費と燃料代は他県に流れてしまいますが、木材生産１立方メー

トル当たり０．２人工必要な人件費は、１００％県内に落ちます。さらに、木材を運ぶト

ラック運賃、木材を加工する製材所、さらには、その木材を使って建てられる住宅まで考

えるとその波及効果は絶大です。 

 さらに、最近は、木材のバイオマス利用が進んでいます。現在でも世界のエネルギー利

用の約半分は木材です。これは、日本でもかつてそうであったように途上国での薪炭利用

がほとんどです。しかし、今では、ヨーロッパを中心に自動運転が行え、電気・ガスと大

差ない利便性を持つ給湯器、暖房機、冷房機等が急速に普及しつつあります。残念ながら

日本では、原子力偏重の政策のためこの種の機械の開発はほとんどなされておりませんが、

特にオーストリアでは、国民投票で非原発を決定してからは、内陸国での石油依存をでき

るだけ低く抑えるため、国内需給可能な木材資源に着目し、積極的に技術開発を行ってい

ます。日本全体での推進は難しいとしても、少なくとも森林に恵まれた都道府県ではもっ

と積極的にこのことに関わるべきと考えます。 

 また、いままで計算してきた木材の量は、用材として使える丸太の分の材積（立木幹材

積）だけですが、バイオマス利用では、従来カウントしていなかった枝、葉、根株の利用

が可能です。これに、木材を加工するときに発生する背板やおがくずも有効なバイオマス

資源となります。 

 乾燥した木材１ｋｇの発生熱量は、重油１Ｌの発生熱量の約半分です。このため、燃料 



保管施設や燃料供給施設にスペースが必要になることが、木質バイオマス利用の問題点で

すが、地方にはまだまだ利用の可能性があると考えています。また、価格についても、木

材チップの熱量単価３７０円／ｋｗｈ（チップ価格１２円／ｋｇ）に対し、重油の熱量単

価は６７９円／ｋｗｈ（重油価格７０円／Ｌ）となります。 

 以上の地域経済波及効果を集計すると 

  原木の販売代金  １３０万ｍ３＊１５千円＝           １９５億円 

  原木搬出の賃金    １３０万ｍ３÷５人＊２０千円＝                ５２億円 

  トラック運賃      １３０万ｍ３＊２千円＝                 ２６億円 

  製材所加工賃金    １３０万ｍ３＊１０千円＝           １３０億円 

  住宅建設         １３０万ｍ３＊０．０５÷３０ｍ３＊２０百万円＝４３３億円 

  バイオマス利用    １３０万ｍ３＊０．３＊１２千円＝        ４７億円 

       計                                                      ８８３億円 

 徳島県の森林資源を有効活用すれば、副次的に８００億円を超える、地域内経済効果が

発生する可能性があります。 

 

４おわりに 

 最近の日本及び世界の政治動向を見ていると、様々な形で対立が際立つ図式が随所に見

られます。暮らしとか幸福を考えるとき、いさかいはないに越したことはありません。地

域は、地域に暮らすすべての人が幸福になってはじめて住みよいものになります。また、

地域を人と考えれば、隣り合う地域も幸福でなければ住みよいものにはなりません。 

 こういった中、我々がなすべきことは、何よりも自らの地域を見直し、地域の人・資源・

環境を使いこなしていくことではないでしょうか？地域にあるものは、徹底的に研究し使

いこなす。そしてないものだけを他地域から入れる。また、地域の素晴らしいものを他地

域へ発信する。 

 東京一極集中は、あきらかに破綻をみせつつあります。自信を持って郷土「徳島」の発

展を期待するものです。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 


